
第９号様式　その１

１　事業者の氏名等

２　報告する事業所等の全体の状況（平成25年度）

３　地球温暖化対策のレベル

４　事業者としての取組

５　特記事項

（日本工業規格A列4番）

地球温暖化対策報告書（その１）

鹿島建設株式会社

事 業 者 番 号 A 1 0 2 8

事業所

取組方針

全社的にビル運営の地球温暖化対策活動を推進するために、「エネルギー管理統括
者」と「エネルギー管理企画推進者」のもと、自社オフィス部門と開発事業部門にそれ
ぞれ責任者を配置するとともに、平成22年1月に関係部署からなる「省エネ法等自社対
応ＷＧ」を立ち上げた。本ＷＧの役割は、自社オフィス部門と開発事業部門の保有する
全建物を対象に中長期削減計画・年度活動計画の作成ならびにその達成状況の集
計･評価である。　全社的に省エネルギー計画遂行のために平成22年度からの5年間
で5%の削減を目指し、高効率照明の導入等、設備の効率化を図るとともに、運用にお
けるエネルギー節減活動を推進している。また、その支援ツールとして全社をカバーす
るエネルギー消費量集計・評価システムを導入しており、消費実態に基づく対策立案
に活用している。

0 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計

重 点 対 策 の レ ベ ル 2

条例第8条の23第2項
報 告 事 業 所 数

0

6,746 kl
原油換算エネルギー
使 用 量 の 合 計19

条例第8条の23第1項
報 告 事 業 所 数

事業所

組織体制の
整備の状況

重点対策 その他対策

対策番号 対策名

A111

A105 取組内容や点検体制の定期的改善 A102 温暖化対策推進担当の配置

対策番号 対策名

A104 取組状況の点検体制の構築 A101 地球温暖化対策の方針等の設定

A103 具体的な取組目標と内容の設定

A106 本社等による支店の支援

事 業 者 の 氏 名
(法人にあっては名称
及び代表者 の氏名 ) 代表取締役社長　中村　満義

A107 排出状況の整理・分析・提供

全従業員に温暖化対策情報の提供

A108 組織横断的な推進体制の整備



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 渋谷ゲストハウス

事 業 所 番 号 A 1 0 0 02

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 5 －

1

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 渋谷区

渋谷4-1-12、13

0

1年未満

0

□■ 1年度分887.34 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 82

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 124

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 124

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

139.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

124.8

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 326,709.0 9.76 3,188.7 0.382

718.7 0.200

3,188.7

718.7

0.1

0.3

kWh

m
3

124.8

0.450

0.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C817 季節に応じた温度設定の見直し C801

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

共用部照明のフロアごとの管理

C803 フロア共用部の温度の把握・設定

C808 温湿度の適正管理

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 赤坂シグマタワービル

事 業 所 番 号 A 1 0 0 02

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

2

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 港区

赤坂2-17-11

5

1年未満

7

□■ 1年度分5,726.00 m
2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 157

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 238

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 241

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

41.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

238.4

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 624,014.0 9.76 6,090.4 0.382

5,364.0 0.200

6,090.4

5,364.0

1.1

2.4

kWh

m
3

238.4

0.450

3.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A401

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C133 可能な限り低い照度設定

C817 季節に応じた温度設定の見直し C107

C801 共用部照明のフロアごとの管理

空調機スイッチに空調範囲を表示

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C803 フロア共用部の温度の把握・設定

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

C808

C816

温湿度の適正管理

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

その他設備の不使用時の停止C806

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 イーストネットビル

事 業 所 番 号 A 1 0 0 02

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

3

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0 江東区

東陽７－１－１

1

1年未満

5

□■ 1年度分21,136.82 m
2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 990

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,496

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

16

総　計（④=②+③） 1,512

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

70.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

29,398.2 0.382

0.0

0.382 370.6
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 2,948,667.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

1,126.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 970,060.0 9.28 9,002.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.382

24,718.0 0.200

38,400.4

24,718.0

4.9

11.1

kWh

m
3

1,497.0

0.450

16.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C123 温湿度の適正管理 C108

C817 季節に応じた温度設定の見直し C801 共用部照明のフロアごとの管理

温度計等による室温の把握と調整

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C109 空室・不在時等の空調停止

C803 フロア共用部の温度の把握・設定

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

C808

C806

温湿度の適正管理

その他設備の不使用時の停止

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E125

高効率照明ランプの採用（屋内）

高輝度誘導灯の導入

E104 照明点灯範囲の細分化

E102 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

1.0

■

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 石神井公園ピアレス　店舗

事 業 所 番 号 A 1 0 0 02

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 7 －

4

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 練馬区

石神井町2-14-1

4

1年未満

7

□■ 1年度分1,287.00 m
2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 73

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 111

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 111

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

86.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

111.3

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 291,370.0 9.76 2,843.8 0.382

886.0 0.200

2,843.8

886.0

0.2

0.4

kWh

m
3

111.3

0.450

0.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C817 季節に応じた温度設定の見直し C109

C803 フロア共用部の温度の把握・設定

空室・不在時等の空調停止

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C804 共用部のフロアごとの空調の管理

C808 温湿度の適正管理

C816

C806

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

その他設備の不使用時の停止

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 人形町センタービル

事 業 所 番 号 A 1 0 0 12

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

1

7 区 市 町 村 名0

－ 0

0 中央区

人形町1-4-10

2

1年未満

3

□■ 1年度分1,816.83 m
2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

■「事業所等の延床面積」を変更した。
　　・当該建物の一部を所有している。
　　・前年度までは建物全体の延床面積を報告していたが、
今回より所有部分の延床面積を報告する。
　　・エネルギー使用量についても同様とする。

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 105

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 159

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 159

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

87.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

159.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 417,450.9 9.76 4,074.3 0.382

1,242.1 0.200

4,074.3

1,242.1

0.2

0.6

kWh

m
3

159.5

0.450

0.8

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D104

設 備 導 入 対 策

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 亀戸東口駅前ビル

事 業 所 番 号 A 1 0 0 12

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 3 －

4

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 江東区

亀戸6-57-20

7

1年未満

6

□■ 1年度分838.99 m
2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 35

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 53

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 53

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

63.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

53.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 140,667.0 9.76 1,372.9 0.382

679.6 0.200

1,372.9

679.6

0.1

0.3

kWh

m
3

53.7

0.450

0.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B107 主要設備の使用状況の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C815 看板照明点灯時間の季節別管理

空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

設 備 導 入 対 策

1.0

■

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 銀座ｲｰｽﾄビル

事 業 所 番 号 A 1 0 0 12

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

5

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 中央区

銀座7-16-14

6

1年未満

4

□■ 1年度分1,832.97 m
2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 120

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 183

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 183

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

99.8

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

183.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 480,329.0 9.76 4,688.0 0.382

1,484.7 0.200

4,688.0

1,484.7

0.3

0.7

kWh

m
3

183.5

0.450

1.0

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

A402 使用量の推計に必要な情報の提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

エネルギー使用量の前年度比較

ビル全体の推進体制の整備

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

A405

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C106

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C109 空室・不在時等の空調停止

冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C123 温湿度の適正管理 C108 温度計等による室温の把握と調整

C814 屋内駐車場換気の不要時間の停止 C125 進入外気に伴う空調負荷の低減

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C117

C802

便座ヒーター等温度の季節別設定

階段照明の管理手法の検討・実施

空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

便座ヒーター等温度の季節別設定C810

設 備 保 守 対 策

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104

設 備 導 入 対 策

E101

E135

高効率照明ランプの採用（屋内）

エレベータのインバータ制御

E139 進相コンデンサ等による力率改善

E130 全熱交換器の導入

外階段避難誘導灯（特に７、８階）にハトが屯して、その糞により照度が落ちていた対策としてバードフリー（ハト忌避剤）を
２０１３年３月に設置後はハトの飛来もなくなり照度の低下現象も解消して、尚且つ環境衛生状態も良好となった。

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 赤坂ビル

事 業 所 番 号 A 1 0 0 12

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

6

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 港区

赤坂4-13-13

5

1年未満

7

□■ 1年度分7,057.71 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 390

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 590

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

2

総　計（④=②+③） 592

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

83.5

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

11,422.4 0.382

0.0

0.382 152.5
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 1,145,681.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

437.7

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 399,202.0 9.28 3,704.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.382

3,755.0 0.200

15,127.0

3,755.0

0.8

1.7

kWh

m
3

590.1

0.450

2.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B105 エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C123 温湿度の適正管理 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C811 自動販売機の休日・夜間照明停止 C108

C817 季節に応じた温度設定の見直し C801 共用部照明のフロアごとの管理

温度計等による室温の把握と調整

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C109 空室・不在時等の空調停止

C803 フロア共用部の温度の把握・設定

C808 温湿度の適正管理

C806 その他設備の不使用時の停止

空調フィルターの清掃・点検

設 備 保 守 対 策

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104

設 備 導 入 対 策

13年度に、6Ｆ屋内機更新、4Ｆ屋内機半分更新実施した。

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 日本橋SOYICビル

事 業 所 番 号 A 1 0 0 12

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

7

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0 中央区

日本橋小網町3-11

1

1年未満

3

□■ 1年度分1,273.80 m
2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 57

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 87

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 87

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

68.2

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

87.5

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 228,985.4 9.76 2,234.9 0.382

1,031.8 0.200

2,234.9

1,031.8

0.2

0.5

kWh

m
3

87.5

0.450

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

使用量に応じた料金体系等の採用

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A406

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B101

エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C817 季節に応じた温度設定の見直し C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C810 便座ヒーター等温度の季節別設定

空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

E102 蛍光灯へ電子安定器採用（屋内）

1.0

■

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 ディアマークスキャピタルタワー

事 業 所 番 号 A 1 0 0 12

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 7 －

8

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 練馬区

豊玉北6-2-1

1

1年未満

6

□■ 1年度分337.90 m
2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

■ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 66

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 100

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 100

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

295.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

100.6

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 263,462.0 9.76 2,571.4 0.382

232.6 0.200

2,571.4

232.6

0.0

0.1

kWh

m
3

100.6

0.450

0.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C817 季節に応じた温度設定の見直し C109

C803 フロア共用部の温度の把握・設定

空室・不在時等の空調停止

C801 共用部照明のフロアごとの管理

C808 温湿度の適正管理

C816 ポンプ・ファンの流量、圧力調整

C806 その他設備の不使用時の停止

設 備 保 守 対 策

設 備 導 入 対 策

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 新高円寺ツインビル

事 業 所 番 号 A 1 0 0 12

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 6 －

9

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 杉並区

梅里1-7-7

1

1年未満

6

□■ 1年度分8,098.33 m
2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 699

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,061

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

5

総　計（④=②+③） 1,066

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

131.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

1,061.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 2,777,648.0 9.76 27,109.8 0.382

8,255.4 0.200

27,109.8

8,255.4

1.7

3.7

kWh

m
3

1,061.1

0.450

5.4

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B102 関連他者からの情報を加えて把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C123 温湿度の適正管理 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C108

C817 季節に応じた温度設定の見直し C114 事務用機器を省エネモードに設定

温度計等による室温の把握と調整

C814 屋内駐車場換気の不要時間の停止 C109 空室・不在時等の空調停止

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C806 その他設備の不使用時の停止

セントラル空調のフィルター清掃

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D102

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E136 デマンドコントローラの設置

1.0

■

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 後楽鹿島ビル

事 業 所 番 号 A 1 0 0 22

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 1 －

0

4 区 市 町 村 名0

－ 0

0 文京区

後楽1-7-27

0

1年未満

2

□■ 1年度分1,294.12 m
2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 58

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 88

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

0

総　計（④=②+③） 88

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

67.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

88.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 232,169.0 9.76 2,266.0 0.382

1,048.2 0.200

2,266.0

1,048.2

0.2

0.5

kWh

m
3

88.7

0.450

0.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B103 時間的に詳細に把握 B104

B107 主要設備の使用状況の把握

B106 過去のデータによる傾向の把握

設備ごとに詳細に把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C102

C811 自動販売機の休日・夜間照明停止 C108 温度計等による室温の把握と調整

照明スイッチに点灯範囲を表示

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C109 空室・不在時等の空調停止

C814 屋内駐車場換気の不要時間の停止 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

季節に応じた温度設定の見直し C801

C803

共用部照明のフロアごとの管理

フロア共用部の温度の把握・設定

C817

空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検

その他設備の不使用時の停止C806

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

設 備 導 入 対 策

E109 空調の冷温水配管の保温の実施

1.0

■

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 八重洲鹿島ビルディング

事 業 所 番 号 A 1 0 0 22

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

1

8 区 市 町 村 名0

－ 0

0 中央区

八重洲2-5-1

2

1年未満

4

□■ 1年度分9,170.80 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

6 9

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 464

1 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 695

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

6

総　計（④=②+③） 701

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

75.7

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

3,057.5 45.00

□ L 0.0 36.70

137.6 0.014 7.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

16,590.1 0.382

0.0

0.382 52.9
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 1,664,000.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

635.6

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 138,573.0 9.28 1,286.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.382

9,391.0 0.200

18,013.6

9,391.0

1.9

4.2

kWh

m
3

695.5

0.450

6.1

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

テナントにエネルギー使用量提供

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A404 テナントへの温暖化対策協力依頼 A401

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B107 主要設備の使用状況の把握 関連他者からの情報を加えて把握

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C113 中間期における外気冷房の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C123 温湿度の適正管理 C102

C813 外灯等の点灯時間の季節別管理 C114 事務用機器を省エネモードに設定

照明スイッチに点灯範囲を表示

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C108 温度計等による室温の把握と調整

C814 屋内駐車場換気の不要時間の停止 C116 個人用端末の不用・離席時の停止

C817 季節に応じた温度設定の見直し C808 温湿度の適正管理

C816

C806

ポンプ・ファンの流量、圧力調整

その他設備の不使用時の停止

空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101 高効率照明ランプの採用（屋内）

E125 高輝度誘導灯の導入

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 鹿島赤坂別館

事 業 所 番 号 A 1 0 0 02

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

5

8 区 市 町 村 名8

－ 0

3 港区

赤坂6-5-11

4

1年未満

7

□■ 1年度分18,834.83 m
2

□ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

■

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

0 6

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 824

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,245

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

8

総　計（④=②+③） 1,253

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

66.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

24,331.3 0.382

0.0

0.382 313.7
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 2,440,448.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

932.3

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 821,190.0 9.28 7,620.6

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.382

12,681.0 0.200

31,951.9

12,681.0

2.5

5.7

kWh

m
3

1,245.9

0.450

8.2

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

具体的な取組目標と内容の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A203

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A204 取組状況の点検体制の構築

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B103 時間的に詳細に把握 B101

B107 主要設備の使用状況の把握 B105

B106 過去のデータによる傾向の把握 設備ごとに詳細に把握

自ら入手可能な情報に基づく把握

B104

組織横断的な推進体制の整備

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C102

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C108 温度計等による室温の把握と調整

照明スイッチに点灯範囲を表示

C123 温湿度の適正管理 C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116

C504

個人用端末の不用・離席時の停止

利用状況に応じた空調の設定変更

セントラル空調のフィルター清掃

D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D105 換気フィルターの清掃・点検 D102

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E114 高効率パッケージの採用 E104

高効率照明ランプの採用（屋内）

照明点灯範囲の細分化

E105 照明用人感センサの採用

E109 空調の冷温水配管の保温の実施 E125 高輝度誘導灯の導入

2013年7月より電力デマンドレスポンスシステムを用いた節電開始。（テスト運用は2013年2月より、本格運用は2013年7月
から。）

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 DKビル

事 業 所 番 号 A 1 0 0 02

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

6

1 区 市 町 村 名0

－ 0

0 港区

元赤坂1-3-8

5

1年未満

7

■□ 1年度分10,861.70 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

0 6

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

■2013年12月　建物解体

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 245

4 1 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 373

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

3

総　計（④=②+③） 376

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

34.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

373.1

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 976,763.0 9.76 9,533.2 0.382

5,726.0 0.200

9,533.2

5,726.0

1.1

2.6

kWh

m
3

373.1

0.450

3.7

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

温暖化対策推進担当の配置

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A202

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A203 具体的な取組目標と内容の設定

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B103 時間的に詳細に把握 B101

B107 主要設備の使用状況の把握

B106 過去のデータによる傾向の把握 関連他者からの情報を加えて把握

取組状況の点検体制の構築

所内で温暖化対策情報の提供

自ら入手可能な情報に基づく把握

B102

組織横断的な推進体制の整備 A204

A211

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C102

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C108 温度計等による室温の把握と調整

照明スイッチに点灯範囲を表示

C123 温湿度の適正管理 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116 個人用端末の不用・離席時の停止

空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104

設 備 導 入 対 策

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 ペアホースビル

事 業 所 番 号 A 1 0 0 02

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 □ ■

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

7

2 区 市 町 村 名0

－ 0

0 港区

赤坂6-5-16

5

1年未満

7

□■ 1年度分2,755.15 m
2

□ ■

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

0 6

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 161

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 245

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

1

総　計（④=②+③） 246

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

88.9

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

0.0 45.00

□ L 0.0 36.70

0.0 0.014 0.0

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

0.0 0.382

0.0

0.382 0.0
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 0.0 9.97

245.7

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

0.0

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 0.0 9.28 0.0

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 643,296.0 9.76 6,278.6 0.382

2,231.7 0.200

6,278.6

2,231.7

0.4

1.0

kWh

m
3

245.7

0.450

1.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 ■

合　計

公共下水道 ■ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握

B107 主要設備の使用状況の把握

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C102

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C501 個室等不使用箇所のこまめな消灯

照明スイッチに点灯範囲を表示

C123 温湿度の適正管理 C109 空室・不在時等の空調停止

C517 看板照明点灯時間の季節別管理 C504 利用状況に応じた空調の設定変更

C505 空調機スイッチに空調範囲を表示

C507

C519

温度計等による室温の把握と調整

季節に応じた温度設定の見直し

空調フィルターの清掃・点検

D108 その他設備の定期的な保守・点検

給湯設定と使用場所の温度差把握C520

設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

設 備 導 入 対 策

E114 高効率パッケージの採用

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 飛田給研究センター

事 業 所 番 号 A 1 0 0 02

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 8 －

8

6 区 市 町 村 名0

－ 0

0 調布市

飛田給2-19-1

3

1年未満

2

□■ 1年度分24,654.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

0 6

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 582

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 895

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

7

総　計（④=②+③） 902

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

36.3

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

23,481.0 45.00

□ L 0.0 36.70

1,056.6 0.014 53.5

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

15,174.2 0.382

0.0

0.382 260.5
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 1,521,987.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

581.4

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 682,034.0 9.28 6,329.3

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.382

11,301.0 0.200

22,560.1

11,301.0

2.3

5.1

kWh

m
3

895.4

0.450

7.3

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

所内の温室効果ガス排出量を集計

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A206

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B105

B107 主要設備の使用状況の把握

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C102

C109 空室・不在時等の空調停止

照明スイッチに点灯範囲を表示

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C106 冷暖房温度を都の推奨値へ変更

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C120

C504

外灯等の点灯時間の季節別管理

利用状況に応じた空調の設定変更

セントラル空調のフィルター清掃

D105 換気フィルターの清掃・点検 D104 空調フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D103 中央熱源機器等の定期点検の実施 D102

D108 その他設備の定期的な保守・点検

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E140

高効率照明ランプの採用（屋内）

ＢＥＭＳの導入

E141 太陽光発電設備の導入

E104 照明点灯範囲の細分化

海洋水理実験棟屋内水銀灯107台を高効率セラミックメタルハライドランプに更新し、年間電力量45.7%削減が見込まれ
る。
本館研究棟において、中間時期における外気温湿度条件により窓開け運用を行った

1.0

■

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 鹿島本社ビル

事 業 所 番 号 A 1 0 0 22

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 0 －

2

8 区 市 町 村 名8

－ 0

3 港区

元赤坂1-3-1

8

1年未満

7

□■ 1年度分15,162.91 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ □

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

0 6

報告範囲の主たる用途
■

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 552

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 836

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

8

総　計（④=②+③） 844

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

55.1

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（）

その他（）

6,192.4 45.00

□ L 0.0 36.70

278.7 0.014 14.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

0.0 0.019 0.0

□ 0.0

16,718.8 0.382

0.0

0.382 181.5
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 1,676,911.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

640.6

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 475,124.0 9.28 4,409.2

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.382

13,274.0 0.200

21,406.6

13,274.0

2.7

6.0

kWh

m
3

836.2

0.450

8.6

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

具体的な取組目標と内容の設定

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A201 地球温暖化対策の方針等の設定 A203

A208

A205 取組内容や点検体制の定期的改善 A204 取組状況の点検体制の構築

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B103 時間的に詳細に把握 B101

B107 主要設備の使用状況の把握 B105

B106 過去のデータによる傾向の把握 設備ごとに詳細に把握

自ら入手可能な情報に基づく把握

B104

組織横断的な推進体制の整備

エネルギー使用量の前年度比較

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C113 中間期における外気冷房の実施 C102

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C108 温度計等による室温の把握と調整

照明スイッチに点灯範囲を表示

C123 温湿度の適正管理 C107 空調機スイッチに空調範囲を表示

C512 進入外気に伴う空調負荷の低減 C109 空室・不在時等の空調停止

C114 事務用機器を省エネモードに設定

C116

C504

個人用端末の不用・離席時の停止

利用状況に応じた空調の設定変更

空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E104

高効率照明ランプの採用（屋内）

照明点灯範囲の細分化

E105 照明用人感センサの採用

E114 高効率パッケージの採用 E125 高輝度誘導灯の導入

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無



その２ （表）

１　事業所等の概要

自己所有 他者所有

建物の全部 建物の一部（テナント） 建物の一部（その他）

事務所 商業施設（物販） 商業施設（飲食）

工場 複合施設 その他

２　原油換算エネルギー使用量及び二酸化炭素排出量（平成25年度の状況）
①

kl

②

t

③

t

④

t

⑤

kg-CO2/m
2

３　二酸化炭素排出量等の内訳

⑫ ⑪ ⑬

⑭ ⑮

⑯

※１　電気の使用、水道及び工業用水道の水の使用並びに公共下水道への排水に伴う二酸化炭素排出量は、

⑩=(⑥/1,000)×⑨とする。
※２  ⑪=(都が指定する原単位×延床面積×事業所等の総稼働時間)/1,000
     　⑫=(⑪/電気のその他の買電（昼夜間不明の場合を含む。）の係数)×1,000　⑬=(⑫/1,000)×⑨とする。

（日本工業規格A列4番）

0.00.0 9.76 0.0 0.382

地球温暖化対策報告書（その２）

事 業 所 等 の 名 称 西調布実験場

事 業 所 番 号 A 1 0 0 22

事 業 所 等 の 所 在 地

8

所 有 形 態 ■ □

事 業 所 等 の 延 床 面 積

〒 1 8 －

5

5 区 市 町 村 名0

－ 0

0 調布市

多摩川1-36-1

2

1年未満

2

□■ 1年度分29,629.00 m
2

■ □

町 名 番 地
以 下

事 業 所 等 の 実 績 年 度 の
エ ネ ル ギ ー 使 用 期 間

□

□ □

□ ■

報 告 範 囲

日 本 標 準 産 業 分 類
に お け る 細 分 類 番 号

0 6

報告範囲の主たる用途
□

□

前 年 度 の 報 告 内 容
か ら の 変 更 点

原油換算エネルギー使用量（①=⑭×0.0258） 1,086

0 0 連鎖化事業区分 非該当直営店 □ 加盟店 ■□

二酸化炭素
排 出 量

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の量（②=⑮） 1,690

水道及び工業用水道の使用並びに公共下水道への排水に
伴って排出される二酸化炭素の量（③=⑯）

7

総　計（④=②+③） 1,697

二酸化炭素
排出原単位

燃料等の使用に伴い排出される二酸化炭素の延床面積当た
りの量（⑤=②×1000/事業所等の延床面積）

57.0

燃料等の種別
推計
の

使用
単位

使用量 係数
熱量
（GJ）

二酸化炭素排出量

排出
係数

排出量※１

（t）
⑥ ⑦ ⑧=(⑥/1000)×⑦ ⑨ ⑩=⑧×⑨×44/12

燃
料
及
び
熱

都市ガス □ Nm
3

□

その他（LPG）

その他（灯油）

その他（A重油）

その他（）

64,180.1 45.00

□ L 5,430.0 36.70

2,888.1 0.014 146.1

□ kg 0.0 50.80 0.0 0.016 0.0

199.3 0.019 13.5

□ L 0.0 39.10 0.0 0.019 0.0

26,234.1 0.382

0.0

0.382 525.8
電
気

一般電気事業者
からの買電

昼間（8時～22時） □ kWh 2,631,300.0 9.97

0.0

規則第5条の17第3項の場合のみなし値※２

合　計

1,005.2

夜間（22時～翌日8時） □ kWh 1,376,520.0 9.28 12,774.1

その他の買電（昼夜間不明の場合を含む。） □ kWh 0.0 9.76 0.0 0.382

11,488.0 0.200

42,095.6

11,488.0

2.3

5.2

kWh

m
3

1,690.6

0.450

7.5

そ
の
他

水道及び工業用水道 □

合　計

公共下水道 □ m
3



（裏）

４　地球温暖化対策の実施状況

実績年度の目標達成の状況 目標達成した。

５　提出年度の地球温暖化対策の目標

有 無

ベンチマーク区分 ランク CO2削減率（前年度比） %

CO2排出量（延床面積当たり） kg-CO2/m
2 CO2排出量（総量） t

その他 特記事項に内容を記載

６　特記事項

（日本工業規格A列4番）

所内の温室効果ガス排出量を集計

重点対策 その他対策

対策番号 対策名 対策番号 対策名

組 織 体 制 の 整 備

A206

A207 排出状況の整理・分析・提供

エ ネ ル ギ ー 等 の
使 用 状 況 の 把 握

B106 過去のデータによる傾向の把握 B101

B107 主要設備の使用状況の把握 エネルギー使用量の前年度比較

自ら入手可能な情報に基づく把握

B105

省
エ
ネ
ル
ギ
ー

対
策

運 用 対 策

C105 昼休み時の消灯の実施 C101 空室・不在時等のこまめな消灯

C115 事務用機器を業務終了時に停止 C102

C114 事務用機器を省エネモードに設定

照明スイッチに点灯範囲を表示

C109 空室・不在時等の空調停止

C117 便座ヒーター等温度の季節別設定

C120 外灯等の点灯時間の季節別管理

空調フィルターの清掃・点検

D105 換気フィルターの清掃・点検 D108 その他設備の定期的な保守・点検
設 備 保 守 対 策

D101 ランプ等の定期的な清掃・交換 D104

設 備 導 入 対 策

E103 高効率照明器具の採用（屋内） E101

E106

高効率照明ランプの採用（屋内）

高効率照明ランプの採用（屋外）

E137 高効率変圧器への更新・台数集約

E125 高輝度誘導灯の導入

・個別インバータ空調機４箇所更新
・トップランナー変圧器７台更新
・高効率冷温水発機更新（約23～26%ＣＯ2削減が見込まれる）
・高効率照明器具ランプ・高輝度誘導灯更新
・実験用恒温恒湿室６台更新
・実験用熱源運転管理

1.0

□

■ □

目標値等（選択）

目 標 の 有 無


